
（資格及び入札の公告） 

北海道告示第 869 号 

  次のとおり一般競争入札（以下｢入札｣という。）を実施する。 

令和７年（2025 年）９月１０日 

北 海 道 知 事  鈴 木  直 道  

１ 入札に付す事項 

(1) 業務の名称 

令和７年度道外医師移住ＰＲ冊子の制作・活用委託業務  

(2) 業務の目的 

 医師の地域偏在が著しい本道において、道外で勤務する医師を対象として、医師が不足する地域での

勤務促進を図るため、特に子育て世代以下の若年層の道外在住医師をターゲットとし、医療機関の情報

のほか、所在地域の情報や道内での勤務・生活等を網羅した情報を発信するためのＰＲ冊子を制作し、

その活用により道外在住医師の移住を促進する。 

(3) 契約の目的の仕様等 

別添「道外医師移住ＰＲ冊子の制作・活用委託業務企画提案指示書」（以下「企画提案指示書」とい

う。）のとおり 

(4) 履行期間 

契約締結日から令和８年（2026 年）３月 31 日(火)まで 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

単独法人、法人以外の団体又は複数法人等（法人、法人以外の団体を含む。）による連合体（以下、「コ

ンソーシアム」という。）とし、次のいずれにも該当すること。 

(1) 単体法人で参加する場合は、道内に本店又は主たる事業所あるいは支店等の拠点を有するもので

あること。また、コンソーシアムで参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所を有するものを

その構成員に含むものであること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第 1項各号に掲げる者でないこと。 

(3) 地方自治法施行令第 167 条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でない

こと。 

(4) 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

(5) 暴力団関係事業者等でないこと。また、暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札

への参加を除外されていないこと。 

(6) 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

ア 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

イ 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

ウ 消費税及び地方消費税 

(7) 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。）。 

ア 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 

イ 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

ウ 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出 

(8) コンソーシアムの構成員が単体の法人としても重複参加する者でないこと。また、コンソーシアム

の構成員が他のコンソーシアムの構成員として重複参加する者でないこと。 

 



３ 制限付一般競争入札参加資格の審査 

(1) この入札は、地方自治法施行令第 167 条の５の２の規定による制限付一般競争入札であるので、入 

札に参加しようとする者は、アからエまでに定めるところにより、２に掲げる資格を有するかどうか 

の審査を申請しなければならない。 

    ア 申請の時期 

令和 7 年 9 月 10 日から令和 7 年 9 月 25 日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日を除く。）の毎日午前 9 時から午後 5時まで 

  イ 申請書類の入手方法 

    資格に関する事務を担当する組織で交付する。 

なお、北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課のホームページにおいてダウンロードする

ことができる。 

    ウ 申請の方法 

資格審査の申請は、資格に関する事務を担当する組織に、申請書類を提出しなければならな         

い。 

    エ 資格に関する事務を担当する組織 

名称：北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課 

所在地：郵便番号 060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 

電話番号：011-204-5214 

(2) 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。 

 

４ 契約条項を示す場所 

郵便番号 060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 

北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課 

 

５ 入札執行の場所及び日時 

(1) 入札場所 札幌市中央区北２条西７丁目 

     北海道立道民活動センター（かでる２・７）310 会議室 

 (2) 入札日時 令和 7 年 10 月 6 日（月）午後３時 00 分 

 (3) 開札場所 (1)入札場所に同じ 

 (4) 開札日時 (2)入札日時に同じ 

 

６ 入札保証金 

入札保証金は免除する。ただし、入札に参加しようとする者が契約を締結しないこととなるおそれが 

あると認められるときは、入札保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。 

 

７ 契約保証金 

契約保証金は免除する。ただし、契約を締結するものが契約を履行しないこととなるおそれがあると 

認めるときは、契約保証金又はこれに代える担保の納付を求めることがある。 

 

８ 郵便等による入札の可否 

    認めない。 

 



９  入札の方法及び落札者の決定 

この入札は、地方自治法施行令第 167 条の 10 の２に規定する総合評価一般競争入札の方法によるの 

で、入札に参加しようとする者は、入札書の提出とともに、契約の対象となる物件の性能、機能、技術 

等を記載した提案書を提出しなければならない。 

  また、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした者のうち、同条第３項の規定による落札者 

決定基準により、価格その他の条件が最も有利なものをもって入札をした者を落札者とする。 

    なお、開札において、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした者及びその入札価格のみを 

発表することとするが、落札者は、落札者決定基準に基づき、入札価格及び提案内容を評価の上、後日 

決定し、当該落札者及びその他の入札者に対し通知する。 

 

10  落札者決定基準 

    落札者決定基準は、別記による。 

 

11  落札者と契約の締結を行わない場合 

(1) 落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を講じること 

とされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。 

(2) 契約書の作成を要するとした契約について、落札決定から契約を締結するまでの間に落札者が指名 

停止を受けた場合は、契約の締結を行わないことができるものとする。この場合において、落札者は、 

契約を締結できないことにより生じる損害の賠償を請求することができない。 

 

12 契約書作成等について 

(1) この契約は契約書の作成を要する。 

(2) 落札者は、落札決定後速やかに契約の締結方法について、書面で行うか契約内容を記録した電磁的

記録で行うかを申し出ること。 

 

13 その他 

 (1) 無効入札 

開札の時において､ ２に規定する資格を有しない者のした入札、財務規則第 154 条各号に掲げる入 

札及びこの公告に定める入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

 (2) 低入札価格調査の基準価格 

地方自治法施行令第 167 条の 10 第１項の規定による低入札価格調査の基準価格を設定していない。 

 (3)  入札金額等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い 

  ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加算

した金額(当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額)をもって落札

価格とするので、入札に参加する者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

   イ 落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者であるかを 

申し出ること。ただし、落札者が共同企業体の場合であって、その構成員の一部に免税事業者がい 

るときは、共同企業体消費税等免税事業者申出書を提出すること。 

(4) 契約に関する事務を担当する組織 

名称：北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課 

所在地：郵便番号 060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 



電話番号：011-204-5214 

(5)  前金払・概算払・部分払 

     前金払、概算払、概算払はいずれもしない。 

(6)  入札の取りやめ又は延期 

     この入札は、取りやめること又は延期することがある。 

(7)  入札執行の公開 

      この入札の執行は、公開する。 

(8)  契約の履行 

  ア この契約に係る監督又は検査の際に、提案書による性能、機能、技術等の提案内容のとおり履行

されていないときは、道の請求により提案内容のとおり修補又は再履行しなければならない。 

   イ 提案内容のとおりの修補又は再履行が困難であると認められるとき又は合理的でないと認められ  

るときは、アに規定する修補又は再履行に代えて、契約金額から提案内容の不履行部分に相当する

額を減額し、若しくは提案内容の不履行による損害賠償を請求し、又は契約金額から提案内容の不

履行部分に相当する額を減額するとともに提案内容の不履行による損害賠償を請求することがあ

る。 

 (9) 債権譲渡の承諾 

  契約の相手方が契約の締結後に中小企業信用保険法（昭和 25 年法律第 264 号）第３条の４の規定に  

よる流動資産担保保険に係る融資保証制度を利用しようとする場合において、この契約に係る支払請

求権について契約の相手方が債権譲渡承諾依頼書を道に提出し、道が適当と認めたときは当該債権譲

渡を承諾することができることとしているので、留意すること。 

    なお、承諾依頼に当たっては、道が指定する様式により依頼すること。 

 (10) その他 

    この公告のほか、競争入札心得その他関係法令の規定を承知すること。 

 

 

  



別記  

落札者決定基準 

１ 落札決定基準の位置付け 

この落札者決定基準は、北海道が実施する令和７年度道外医師移住ＰＲ冊子の制作・活用委託業務の

総合評価一般競争入札に係る申込みをした者のうち、価格その他条件が最も有利な者を決定するための

基準を示すものである。 

 

２ 総合評価による落札者の決定方法 

入札書に記載された業務の入札価格が予定価格の制限の範囲内にある者のうち、入札価格に係る評価

点（以下「価格評価点」という。）と入札価格以外の要素に係る評価点（以下「 技術評価点」とい。）

を合計して得た数値が最も高い入札者（以下「最も有利な入札者」という。）を落札者とする。 

なお、最も有利な入札者が２者以上あるときは、当該入札者にくじを引かせて落札者を決定すること

とし、当該入札者のうち出席しない者、または、くじを引かない者があるときは、入札執行事務に関係

のない職員に、これに代わってくじを引かせて落札者を決定する。 

 

３ 価格評価点と技術評価点の配分得点 

価格評価点と技術評価点の配分得点は次のとおりとする。 

なお、価格評価点と技術評価点の配分については、入札者の提案内容によって当該業務の成果に大き

く影響を受けることから、技術評価点に重点を置いた総合評価を行うこととし、価格評価点：技術評価

点＝１：３ とする。 

配点合計 
  

価格評価点の配分得点 技術評価点の配分得点 

160 点 40 点 

120 点 

うち基礎点 20 点 

うち加点 100 点 

 

４ 価格評価点 

価格評価点は、入札価格を予定価格で除して得た値を１から減じた値に、価格評価点の配分得点を乗

じて得た数値（小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位止めとする。）とする。 

価格評価点＝（１－入札価格／予定価格）×価格評価点の配分得点（40 点） 

 

５ 技術評価点 

技術評価点は、「令和７年度道外医師移住ＰＲ冊子の制作・活用委託業務評価項目、評価基準及び配

点」（以下「評価基準」という。）に基づき、次のとおり評価を行う。 

なお、評価は、道が設置した当該委託業務の契約に係る総合評価審査会において審査する。 

(1) 基礎点評価 

評価基準に記載の評価項目のうち、必須項目について具備されているか否かを判定し、具備されて

いる場合は基礎点を与え、一項目でも不可と認めた場合は他の配分得点に関わらず失格とする。 

 (2) 加点評価 

評価基準に記載の評価項目のうち、必須項目以外の項目について、その提案内容に応じて評価基準

に示す点数の範囲内でそれぞれ加点する。評価は、総合評価審査会の各構成員の採点の平均点をもっ

てその得点とする。（小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位止めとする。） 



令和７年度道外医師移住ＰＲ冊子の制作・活用委託業務評価項目、評価基準及び配点 

 

評価の対象項目 評価基準 評価 

区分 

配点 

基礎点 加点 計 

（１）実施体制・業務遂行能力     

 

①業務の実施体制 

業務実施に必要かつ十分な体制であるか 必須 10 点  

20 点  事業目的の達成のために、人数や練達の人員

が確保されているか 
  10 点 

 

②専門的な知識 

過去に類似業務の実績等があるなど、医師確

保や移住につて、必要な専門知識・技術を有

しているか 

  10 点 10 点 

（２）事業内容     

 

①実施スケジュー

ル 

事業実施のスケジュールは妥当で実現性が

あるか 
必須 10 点  

20 点 
 上記スケジュールが業務を効率的かつ効果

的に実施できる実効性の高いものであるか 
  10 点 

 

②冊子の活用によ

るＰＲプランの内

容 

特に子育て世代の道外在住医師（以下「ター

ゲット」という。）のニーズや行動特性等の

分析に基づくＰＲプランであるか 

  10 点 

30 点 

 ターゲットの北海道への移住の関心を喚起

し、行動を促す内容であるか 
  20 点 

 

③冊子の企画構成

等 

判型及び表紙のデザイン案、紙面のレイアウ

ト及び本文の構成・内容は、ターゲットに道

内医療機関や地域の魅力を効果的に伝える

ことができる内容であるか 

  10 点 

30 点  冊子に掲載する医療機関の募集及び地域の

情報等の収集方法について、適確かつ効率的

な手法であるか 

  10 点 

 配布計画は事業の目的を達成するために十

分な内容であるか 
  10 点 

 ④他の広報媒体の

活用 

各種広報媒体を活用または組み合わせ、効果

的に情報発信できる内容であるか 
  10 点 10 点 

合 計 20 点 100 点 120 点 

 

【配点方法】 

上記の配点については、次に示す基準に基づき審査する。 

 特秀 優 良 可 不可 

必須項目 基礎点 － － － 10 点 失格 

上記以外 加点 
配点 20 点 20 点 15 点 10 点 5 点 0 点 

配点 10 点 10 点 8 点 5 点 1 点 0 点 

 


